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平成 30 年度東北農政局 

補助事業評価（再評価）の進め方（案） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 国が行う補助事業の再評価について

○ 農業農村整備事業等の効率性及び事業実施過程の透明性の一層の向上を図るため、国の補助金の交付を受けて都道府県等
事業実施主体（以下「事業主体」という。）が実施している事業に関して、農林水産省は、農林水産省政策評価基本計画
（平成22年８月10日農林水産大臣決定）に基づく事業評価として、補助金交付の方針の決定を行う期中の評価を実施する。

事業主体

評価主体

※１：「国営土地改良事業等再評価実施要領」より引用

※２：「農業農村整備事業等補助事業評価（期中・完了後）実施要領」より引用

国（直轄事業） 都道府県等（補助事業）

国
事業採択後、一定期間ごとに当該事業をとりまく諸情勢を踏まえ
た評価を行い、必要に応じ事業の見直し等の検討を行う※１

事業採択後、一定期間ごとに事業実施の妥当性について総合的か
つ客観的に評価し、補助金交付の方針の決定を行う※２

都道府県等
事業採択後、一定期間ごとに当該事業をとりまく諸情勢を踏まえ
た評価を行い、必要に応じ事業の見直し等の検討を行う

H10～13：

県 国

県 国

H14～：
政策評価法の施行

報 告
県（事業主体）は、必要に応じ事業の見直
し等の検討を行うため、再評価を実施

国（補助金交付者）は、補助金交付の方針を
決定するため、再評価を実施

それぞれの視点から評価を実施

○ 再評価の目的
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２ 評価手法

○ 客観性の確保及び多様な意見を反映させるとともに評価手法の向上を図るため、積極的に学識経験者等（以下「第三者委
員」という。）の知見を活用し、全ての評価地区について第三者から意見を聴取。

○ 再評価の対象事業及び実施時期

（１）事業評価の対象となる事業は、行政機関が行う
政策の評価に関する法律（平成13年法律第86
号。以下「政策評価法」という。）第７条第１項
に基づく農林水産省政策評価実施計画（以下「実
施計画」という。）の別表２の１の（２）及び２
の（２）に掲げる補助事業のうち生産局及び農村
振興局の所掌に係るものとし、その事業を行う地
区（以下「事業地区」という。）について、原則
として、次に掲げる年度において事業評価を実施
するものとする。
ア 事業採択後５年が経過した時点で未着手の事
業地区にあっては、当該時点の属する年度
イ 事業採択後１０年が経過した時点で継続中の
事業地区にあっては、当該時点の属する年度
ウ 事業採択後１０年を超えて継続中の事業地区
にあっては、直近に再評価を実施した年度から
５年度ごと

（２）当該年度内に対象事業地区が事業を完了する場
合は、実施しないものとする。

（３）（１）のほか、自然災害の発生、社会経済情勢
の変化等により必要と認められる場合は、適切な
時期に実施するものとする。

「農業農村整備事業等補助事業評価（期中・完了後）実施要領」
「平成30年度農林水産省政策評価実施計画」

技術検討会の開催

国

（
地
方
農
政
局
等
）

県 対応方針の
検討・報告

評価結果を公表

国

NGOK

補助事業評価委員会の開催

（評価書案等の検討、とりまとめ）

意見聴取

○ 補助事業評価委員会の設置

・社会経済情勢の変化や費用対効果分析

の算定基礎となった要因の変化、事業の

進捗状況等について点検し、事業実施の

妥当性について、総合的かつ客観的に評

価するため、補助事業評価委員会を設置。

・全ての地区について、技術検討会にお

いて意見を聴取。

・技術検討会で指摘された事項について

は、都道府県等に対応方針の検討・報告

を求めた上で、国は評価結果を公表。

○ 技術検討会の設置

・技術的・専門的な知見を有する第三者

からなる技術検討会を設置。

～ 効率性及び透明性の向上 ～

～ 客観的な評価の実施 ～

とりまとめ

農林水産省の決定手続

（必要に応じて、県の対応方針を添付）

諮問

補助事業評価幹事会の開催

報告
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○ 地区別資料（別紙様式１）

②

①
総事業費等について、事業計

画上の数値と事業実施上の数値を併
記することにより、事業管理状況を
明らかに。

③

計画どおりの工期となってい
るか（延期している場合はその理
由）等を記載。

３ 地区別資料・再評価結果書のポイント（１／３）

必要性、効率性及び有効性の
観点から、事業の目的や内容の妥当
性、事業効果の発現状況及び進捗状
況等を費用対効果分析その他の手法
により定量的に測定・把握。

☆

事業の状況（進捗率や残
事業量）を記載。

関係者間の合意形成状況を記
載。

④
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⑥
関連施策等との連携・調整や

国営事業との進度調整の状況を記載。

⑦

事業費の変更の必要性につい
て、定量的な記載とし、併せて変動
の要因も記載。計画変更手続中の地
区にあっては、その旨を記載。

３ 地区別資料・再評価結果書のポイント（２／３）

受益面積、主要工事計画
の変更の必要性について記載。
計画変更手続中の地区にあって
は、その旨を記載。

⑧

⑨

⑩

費用対効果分析の基礎と
なる農業振興計画等との整合及
び費用対効果分析の結果を記載。

環境との調和への配慮の内容
について記載。

⑤
関連事業の概要及び進捗

状況を記載。
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３ 地区別資料・再評価結果書のポイント（３／３）

意見のうち特記すべき事項に
ついて記載。

受益者、市町村等の事業に関
係する者の意向、要望を記載。

⑭

⑫

⑮

⑬
代替案の実現の可能性

（上記の検討の結果、問題が
あると認められる場合に限
る。）及び計画変更年月日
（計画確定日）等を記載。

必要に応じて事業主体
の予算の要求の方針を再聴取
するなど事業主体の主体性を
十分に尊重しつつ、国として
補助金を交付する方針を明記。

⑪
評価時点までに行った

取り組みと今後予定している
取り組みについてそれぞれ記
載。
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評価項目について、
点検結果(適否)を明らかに。

学識経験者等の知見
を政策の特性に応じて活用。

事業主体の主体性を
尊重しつつ、補助金交付に
係る国の方針を明らかに。

① ② ③

（注１）「項目」欄については、ア．事業の進捗状況、イ．関連事業の進捗状況、ウ．農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化、エ．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化、オ．環境等の調和への配慮、

カ．事業コスト縮減等の可能性、キ．地元（受益者、地方公共団体等）の以降、ク．その他に関して点検した結果、所定の条件を満足している場合は○を、そうでない場合は×を、条件を満足する必要がない場合は

－を記入する。

（注２）「補助金交付の方針」欄については、地方農政局等にあっては「補助金交付の方針案」とし、国としての補助金交付の方針案（予算割当に関する方針及びその理由等）を簡潔に記入する。

○ 再評価結果書（様式２）
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【地区別評価結果の評価内容等】 

 ・各項目の評価内容等は次のとおり。 

項     目 評価の主たる視点又は内容 

ア 事業の進捗状況 ①計画工期に対して著しい変更が認められない。 

②地元負担等について、関係者間の合意形成が図られて

いる。 

イ 関連事業の進捗状況 ①「農業農村整備事業管理計画」等に即し、関連施策等

との連携・調整が行われている。 

②国営附帯地区については、国営事業との進度調整が図

られている。 

ウ 農業情勢、農村の状況その

他の社会経済情勢の変化 

①受益面積の増又は減が10％未満である。 

②主要工事計画の著しい変更が認められない。 

エ 費用対効果分析の算定基礎

となった要因の変化 

①工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は物価

の変動によるものを除く。）が計画事業費の10％未

満である。 

②市町村等が策定する農業振興計画等との整合が図られ

ている。 

オ 環境との調和への配慮 事業主体から得られた情報に基づく、環境等との調和へ

の配慮に関する取り組みや課題等 

カ 事業コスト縮減等の可能性 事業主体から得られた情報に基づく、コスト縮減に向け

た取り組みや課題等 

キ 地元（受益者、地方公共団

体等）の意向 

事業主体から得られた情報に基づく、地元の意向や要望

ク その他 代替案の実現可能性（上記検討の結果、問題があると認

められる場合に限る） 

事業主体の事業実施方針 事業主体が決定した継続、事業内容の見直し、中止等の

方針 

事業主体の予算要求方針 事業主体の事業実施方針に基づき、事業主体自らが決定

した予算要求の方針 

（予算要求する、予算要求しない） 

第三者の意見 各地方農政局等が実施した評価結果案に対する学識経験

者等第三者の意見 

補助金交付の方針 国が決定した予算割り当てに関する方針 

注：別紙様式２の「農業農村整備事業等再評価結果書（案）」における項目欄（ア～ク）につ

いては、所定の条件を満足している場合は○、そうでない場合は×、条件を満足する必

要がない場合は－を記入している。 
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